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《資料》
報告文：地方織物業における
工場制工業の成立と農村構造
その地域類型的考察
??
立 春 樹
　本稿は1979（昭和54）年10月27・28日に開催された土地制度史学会1979年度秋季学
術大会における報告の報告文である。この報告にあたっては，学会があらかじめ作成・
配布した『報告要旨集』に要旨を記載したが，当日は報告文を作成し，それを配布し
た。本稿がそれであって，ここに本誌に資料欄をかりて掲載するものである。なお本
稿中には説明のための図表が示してあるが，それらは当日配布した「報告資料」中の
図表である。いずれもがこれまでに発表してきた著書や論文における図表をそのまま
引用したものであるので，本稿末において，本稿図表と原図表との対照を記すことと
して，図表そのものの掲載はここでは省略してある。
はじめに
　このたびの大会の共通論題「戦前日本資本主義における地域産業の展開と農村構造」の
第2報告であります本報告はつぎのような構成となっています。
　工　本報告の課題
　ll　地方織物業における工場制工業の成立と農村構造
　皿　日本資本主義の展開における工場制織物業の成立
　1は戦前日本資本主義における織物業の位置づけ，その研究状況の概観を行ない本報告
の課題を設定するところであります。llは設定した課題を福井輸出羽二重業，今治綿ネル
業という二つの事例について具体的に検討します。皿はそこであきらかにされたことを日
本資本主義の展開のうえに位置づける，そのような個所であります。本大会『報告要旨集』
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に掲載されていますのは，主としてこのなかのHの部分であります。あらかじめ配布され
ていることでもありますので，殊にこの部分はここでは要約的に述べるにとどめます。な
お本報告文とともに配布しました「報告資料」も主としてπの部分に関するものであります
が，いずれもこれまでに発表してきた著書・論文におけるものを引用したものであります。
工　本報告の課題
　本報告の課題を設定するにあたりまして，ここで戦前日本資本主義における織物業を，
工業の地域的構成ということと，産業・貿易構造ということと，こういう二つの点から位
置づけておきたいと思います。
　まず，本共通論題「戦前EI本資本主義における地域産業の展開と農村構造」にかかげら
ておりますところの地域産業とこの織物業の関連をみていくために，戦前日本資資本主義
における工業の地域的構成の特徴ということをみていきますと，その特異性として，工業
の地域的な偏在と巨大工業地帯への局地的な過度の集積・集中ということが指摘されてき
ています。資本主義的工業の展開とは，それぞれの産業の持定地域への特上をともない，
工業の特定地域への集積・集中による工業地帯の形成をみるのでありますが，わが国の場
合には，あらゆる部門が特定地域に集中しているところにその著しい特徴があるとされて
います。それは具体的には，東京，大阪，兵庫，あるいは京浜，阪神の両工業地帯，それ
に中京，北九州の四大工業地帯に工業が集中しているのでありますが，それはいわゆる重
化学工業といわれるものだけでなく，雑工業にいたるものまでが集中しているのでありま
す。このように特定地域への全部門の集中という特異性のなかにあって，紡織産業が比較
的に地方分散的なのであります。このことは紡織部門を構成する紡績業，製糸業，織物業
のいずれについてもいえますが，地方分散的とはいうものの紡績業はその資本の性格から
みても地方産業ではなく，製糸業，織物業が各地に特色ある地方産業として展開し，それ
らを中心とした地方工業県をうみ出してきているのであります（報告資料の第1表．ただし附
註参照以下，同じ）。特に織物業は多様な存在状況にありますが，各地に存在した地方織物
業＝産地織物業は，その地方の地域経済を支える地方産業として，重要な役割を果してき
ているのであります。ところで，このように地方織物業が各地の地域経済を支える代表的
な地方産業として展開し得るには，それが旧来の手工業から工場生産に転換していくこと
によってであるといえます。地方織物業における工場制工業の成立が地方産業としての展
開のうえで重要なのであります。
　ついで，産業・貿易構造上の織物業についてみます。産業資本の確立はこの織物業をふ
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くむ衣料生産における近代化を前提としておりまして，わが国の場合もこの衣料生産の「量
的及び質的発展」がみられるのでありますが，わが国の場合にはこの産業資本の確立期に
とどまらず，独占段階においても紡繊産業のウェイトはたかく，戦前段階を一括して「繊
維工業段階」と称するほどに重要な産業なのでありました。織物業はその一大支部平なの
であります。貿易構造からみてもわが国の重要な輸出産業なのでありまして，当初からの
生糸が最大であるかで，昭和期には，織物が最大の輸出品となるのであります。この場合
でも工場制工業に転換することによって国際競争力においても一定の水準を確保し得てい
るのでありまして，工場制工業の成立が画期なのであります。
　このように戦前日本資本主義における工業の地域的構成上，産業・貿易構造上，重要な
産業でありました織物業の工場制工業への転換はその展開における一大画期なのでありま
すが，この工場制工業への転換は…般的には産業資本の確立期にかかわることがらであり
ます。そこで，ここでわが国の産業資本確立期における織物業についてみていきます。
　ところで，日本における産業資本の確立期の問題でありますが，日本資本主義における
産業資本の確立過程を明治30年～40年頃とする通説的見解を前提としていきますと，この
過程で衣料生産は『日本資本主義分析』の表現をかりれば，生産旋回＝編成替えされてい
るのであります。それは衣料生産を構成する各個別産業によって異なっているのでありま
して，織物業は零細工場・マニュファクチュァもありますが，基本的には典型的な「惨苦
の茅屋」たる問屋制度的家内工業に，製糸業はこの問屋制度的家内工業と純粋日本型の特
殊労役制的マニュファクチュアに，紡績業は印度以下的労働賃金と肉体消磨的労働条件を
もつ大工業に，というように編成がえされたのであります。この織物業についていいます
と，問屋制度的家内工業を基本形態とするものとして編成がえされることのうちにわが国
の産業資本は確立するということになるのであります。一般的に産業資本の確立過程・産
業革命とのかかわりあいで織物業をみますと，この織物業は産業革命のいわば先導的産業と
しての位置づけが与えられるでありましょう。産業革命はまず，この織物業における技術
革新と生産組織の発展があり，この織物業における発展にともなう原料糸の供給部門とし
ての紡績業の展開がみられるのでありますが，その後はこの紡績業の工場制大工業として
の急速な発展がみられるのに対して，織物業は相対的にたちおくれていくのであります。
原料品＝半製品の生産を行なう紡績業に比して，最終消費品を生産するこの織物業は多様
な製品を製造する多様な生産形態をとり，多くの小生産を残してきているのであります。
産業革命の先導的産業として，資本主義の勃興期には発展の先頭に立った織物業ではあり
ますが，後には多様な生産形態をとり，彪大な小生産を残してきているのでありまして，
むしろこの小生産の解体が産業革命の終了とのかかわりあいで検討されるものとなりまし
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よう。一般的にみてこのようではありますが，日本の場合にはこの織物業は問屋制家内工業
がその存在形態の基本型とされているのでありまして，その停滞性はいっそう著しいとい
えます。これゆえに，この織物業は日本産業革命研究の素材としては，少くともそこでの
発展的側面を検討する個別産業としてはふさわしいものとはみなしがたいでありましょう。
1960年代にはじまった日本産業革命期研究の成果を繊維産業のそれに限ってみますと，高
村直助『日本紡績業史序説』，石井寛治『日本蚕糸業史分析』等の，それぞれ紡績業，蚕
糸業の分析を通じての日本産業革命研究の著しい成果をみることができるのに比して，織
物業については特定の限定された視角からのものにとどまっていて，なおたちおくれてお
りますが，その一因がこの時期の織物業の存在状況の特異さそのものにあるともいい得ま
しよう。
　さて，このように産業資本確立期になおその基本型を問屋制度的家内工業とみなされる
織物業における工場制工業への転換は明治40年代，あるいは1910年代に属することであり
ます。　『日本資本主義分析』は．，問屋制度的家内工業から零細マニュファクチュア＝零
細工場への転化は，明治末期における電力普及，世界大戦中の戦時利得的な発展機運によ
って急潮化，急速加速化するとし，この問屋制度的家内工業の零細マニュファクチュア＝
零細工場への転化を一般的危機の前提としての「型」の分解として把握しています。従来
このように把握されておりますこの時期の工場制工業への転換の要因とそれの日本資本主
義の展開における位置づけが課題となるでありましょう。
　以上の戦前日本資本主義における織物業についての概観から本報告の課題を設定いたし
ます。本報告は明治4Q年代，191Q年代の織物業における工場制工業の成立の要因を検討す
ることを課題といたします。特にそれを農村構造との関連で検討していきます。この農村
構造との関連ということについては，従来から高率小作料＝低労賃ということに示される
農業と工業の労働力的関連ということがありますが，ここでは1960年代に設定された視角，
すなわち両者の資本的関連ともいうべき点に検討のウェイトを置いていくことにします。
そしてこのようにして農村構造との関連で検討したことの日本資本主義の展開のうえでの
位置づけを試みたいと思います。
II　地方織物業における工場制工業の成立と農村構造
織物業の地域的諸類型　　本論題の検討にふさわしい機業地を選定するために主要機業地
の類型化を行ないました。織物業の類型的把握については，つとにこれを綿織物業につい
て，内地向綿織地方の型，輸出向綿織地方の型，紡績会社綿布兼営の型．絹織物業につい
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て，内地向絹織地方の型，輸出向絹織地方の型，紡績会社絹布兼営の型，とする『日本資
本主義分析』における型相検出がありますが，ここでは主要機業地を府県単位で三つの類
型として把握しました。
　第1の類型一都市巨商資本の転化形態である紡績資本兼営織布型ともいうべき諸府県．
　第2の類型一在来機業の農村工業的発展型ともいうべき諸府県
　第3の類型一伝統的な在来機業の農村工業的展開型ともいうべき諸府県．
　これらの類型検出は，主要機業府県（明治22年と大正8年の各上位15府県）について，
明治22年と大正8年における全国産額中に占める産額比率の変化による機業地としての地
位の変化，全機業戸数中の原動機使用工場の割合・全生産額中の工場生産額の割合・全織
機数中の力織機の割合による工場制工業の展開度，全職工田中の職工500人以上使用工場職
工の割合による大工場の比重，以上を検討した結果得られた三つのグループ（第2淘の内
容を吟味することによって，行なったのであります。これは府県単位でありますが，多く
の場合，それぞれの府県にはいくつかの機業地があり，それらの性格が異なっており，し
たがって異なる類型に属している場合が少くありません。いずれにしましても機業地をこ
のような三つの類型のいずれかとして把握することができるのであります。
　さて本論題にふさわしい機業地は第2類型の機業地であります。ここでは福井県と，府
県単位では第3類型に属しますがそのものとしてはあきらかに第2類型に属する愛媛県今
治地方とをと．りあげて，この両機業地について検討していきます。
　農村工業的発展をめぐる研究動向　　第2類型の機業地における織物業の発展条件を農業・
農村構造との関連で検討したものはこれまでにいくつかあります。大阪府泉南地方の機業
については，機業への労働力の提供体である小農民の農業経営がタマネギ生産によって可
能となったという，織物業と農業生産との結びつきの指摘があり，また，静岡県西遠地方
の機業における工場生産への急速な転換をこの地方の商業的農業の展開と結びつけ，商品
作物の導入によって生じた農民的蓄積の転化によるものとする研究があります。それぞれ
に問題点がありますが，とくに後者の場合には，明治38年の織物業の生産形態別把握にお
いて，賃織業のところで力織機が最も多く，力織機率がたかいという，日蝕業における動力化
が著しいという現象がみられるのであります（第3表）。賃織は小作貧農あるいは零細農家が
主要な担い手であるとされているのですが，この零細農民による賃織業のところがら動力
化が進展しているということになるのであります。この地方においては商品生産の展開は
顕著なのでありますが（第4表），この地方における織物業の動向は注目すべきものであり
ます。これらは商品生産の展開との結びつきを指摘したものでありますが，同じく発展が
顕薯でありますものでも水田水稲単作地帯であります福井・石川の両北陸機業地について
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のものはおのずとこれらと異なります。福井・石川両北陸機業について検討したものもい
くつかありますが，それらのうちで石川県機業における副業的形態の止揚を副業的形態を
とる桐生地方との比較のうちにこの地方の農業経営が桐生地方のそれより比較的富裕かつ
安定的であることに求めるという見解があります。これは労働力提供体としての農業経営
に着目せんとしたもので，この地：方に顕著な小地主マニュファクチュア・工場の展開とい
う側面に関心は払われていません。地主マニュファクチュアの籏生を指摘したものもあり
ますが，具体的検討はなにもなされていないのであります。ほぼこのような研究状況にあ
るといえます。
　福井羽二重業の展開過程　　これについては詳細な検討を加えてきておりますが，ここで
は簡略に要点のみを述べます。当初桐生ではじめて生産された輸出羽二重ば各地につたえ
られ，明治20年前後には各地で生産がはじまっています。しかしそれは東北・北陸諸県で
発展していきますが，やがて福井・石川両県に大きく集中していきます。福非・石川両県
における輸出羽二重業展開の特徴は，越前平野・加賀平野の農村部に塔汎に展開していく
ことにあります。例えば，山形県の場合をみますと，明治期の発展の中心は西田川郡であ
り，大正8年についていえば力織機率がずばぬけて大きく，規模の大きい工場が存在して
いて，この工場の成立によって生産を著しく増大しているのでありますが（第5表〉，それ
は鶴岡町にかぎられ，それをとりまく周辺の庄内平野の農村部へはひろがっていかないの
であります（第6表）。これに対して福井県の場合は，当初の福井市から郡部へ，しかも越
前平野へとひろがり，そこで工場生産が展開しているのであります。明治22年には全県
生産額の63．9％を占めていた福井市の産額は大正8年には29．1％へと大巾に後退している
のに対して，郡部合計で31．1％から70．9％へと増大しているのでありますが，坂井郡がQ．8
％から18％へと増大しているのがその菩例でありましょう（第7表）。　「工場」も明治22年
福井市10，郡部0が，大正8年にはそれぞれ124，498となっているのであります（第8表）。
工場は広汎な村々に拡大しております。坂井郡だけでもユ9ヵ町村に存在しておりますが，
春江村には44工場，丸岡町に19工場，磯部村に15工場等，それぞれの町村に多くの工場が
あります（第9表）。石川県の場合には大聖寺・小松という伝統的な機業地があり．，そこの
ウェイトが大きいので，特徴はそれほど明瞭にはみえませんが，金沢市とそれに接する郡
部，特に加賀平野の村々に工場生産が展開しているのであります。例えば明治25年に全生
産額中の13．6％にすぎなかった金沢市が大正5年には30．4％となっていますがその間に石
川郡が0．9％から7．8％，河北郡が1．2％から5．5％，羽咋郡が！．5％から3．7％に増大していま
す（第10表）。
　この農村部における展開の様相を大正8年に福井市につぐ生産額を示す坂井郡春江村に
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ついてみますと，明治20年羽二重導入，明治30年代マニュファクチュア籏生，明治42年原
動機使用開始，明治44年同使用工場過半となるという展開を担ったのは数町歩程度ないし
それ以下の村落上層＝小地主層であります。例えば，大正8年の村民の階層別構成におけ
る機業者の状況をみると，機業者は多く戸数割上位等級で，かつ戸数割の上位等級ほど機
業者の割合が多く（第ユ俵），また，さまざまの機業家のなかで明治20年代初頭より営業し
ているものでやがて原動機を使用し，その後も継続しているものの多くが戸数割の上位で
あって資力が大きく土地持層であります（第2図）。この地方では小作料で食えるるのは百
石ドリ以上であるといわれていますが，春江村の一集落沖布目における国勢調査の調査員
手控によってこの点についてたしかめることができました（第12表）。いずれにしましても
この機業家はそれに達しない，それ以下の小地主であります。
　今治綿ネル業の展開過程　　これについては葛西大和氏とともに詳細な検討を行いました
がここでは要点のみを述べます。愛媛県は和歌山県につぐ綿ネルの生産県でありますが，
それは越智郡のみに限られてます。今治を中心として郡下一円に綿ネル生産が展開してい
ます。明治20年代後半から農村部に小機業場がうまれてきますが，明治33年に今治の有力綿
ネル業者が動力起毛機を導入して機械起毛となり，これを契機に生産形態に大きな転換がみ
られるのであります。この頃から越智郡下の各農村に多数の小機業場がうまれますが，それ
らの大多数が今治綿ネル業者＝＝本工場の分工場であります。この分工場の籏生が明治30年代
から40年代のはじめにかけての時期を特徴づけるのであります（第16表）。この今治の綿ネ
ル生産がマニュ生産である点に持徴がありました（ユ5表）。この分工場は今治綿ネル業者
＝本工場から原料糸の供給をうけますが，分工場とはいえ，本工場主の資金によって設立
されたものではなく，分工場主は別であります。それらは多く村方の村落上届；小地主屑
でありました。明治40年代にはこの今治綿ネル業者による力織機採用，織布工場設立の動
きが急速に進展し，この過程で分工場は整理され，消滅していきます（第1図）。この頃今
治の有力綿ネル業者による大規模綿ネル工場の設立だけでなく，今治近傍に小工場が設立
され，また小規模なタオル工場が設立されますが，設立者は多くが小土地所有者でありま
す。小地主層による資金投下がこの今治地方の織物業の展開をささえてきたといえるので
あります。
　地方織物業の展開と農村構造　　以上において，福井県における輸出羽二重業，今治地方
における綿ネル業と，あるいは北陸地方に展開した絹織物業，西日本に展開した綿織物業
という異なる地帯における織物業の展開過程をみてきました。重要な輸出品である輸出羽
二重，軍官需用品であり，後には対中国輸出品となる綿ネルは，それぞれにそのような日
本資本主義に特有の市場条件のもとに発展したのでありますが，いずれの場合にも農村工
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業的展開をみせ，その発展過程，すなわち，福井羽二重業の場合は明治30年代の「工場」
＝マニュファクチュァの籏生と，明治40年代における動力化による工場生産への転換，今
治綿ネル業の場合ば，明治30年代の「分工場」＝マニュファクチュアの設立と，この「分
工場」消滅時にあらわれる小工場，タオル工場の設立，それらがそれぞれの地域の村落士
層誕小地主層によって担われてきたといえるのであります。
　ところで，福井県に展開した輸出羽二重業についていいますと，それはほぼ同様に展開
するとみられる東北・北陸の諸県のなかで，この福井と石川の両県に集中し，他では大き
な進展をみせていないという差のあることを農村部への拡大の有無に左右されたものとし
てきました。また，今治地方に展開した綿ネル業は越智郡に隣接する諸地域，特にここと
ともに東予4郡として一括される宇目，新居，周桑の各郡には拡大せず，越智郡にのみ限
定され，之の越智郡下の農村部には広汎に展開していることをみてきたのであります。福
井県越前平野部，それに石川県加賀平野部，越智郡下農村部が他とは異なる農村構造をと
っていることが予想されるのであります。そこで，以下，この福井県越前平野部・石川県
加賀平野部と他の東北・北陸諸県の農村構造における差異，愛媛県今治地方すなわち越智
郡と他の東予諸郡との農村構造における差異を検討することによって，地方織物業の展開
と農村構造との関連をみていぎだいと思います。その際，福井・石川両県と今治地方とも
に織物業の展開を小地主層が担ってきていることから，農村構造とはいいますものの地主
制の検討が中心となるのであります。
　まず，福井・石川両県の場合でありますが，水稲単作の水田地帯であります。稲作生産
力はたかくないにもかかわらず，1戸あたり，1人あたりの経営規模はかなり小さく，また
耕地利用率もたかくなく（第14表），余剰労働力の存在は大きいのであります。他方，小作
地率はたかく，地主・小作関係の広汎な展開がみられますが（麹3表），大地主の存在は少
なく（第17表，第18表），中小地主が卓越する地域であります。つぎに愛媛県今治地方すなわ
ち越智郡の場合でありますが，東予4郡にあって，越智郡は農家の経営規模は著しく零細
で，稲作生産力もたかいとはいえず，1戸あたりの農産収入も小さいのです。他方，小作地
率のたかさに示されますように，地主制の展開は広汎でありますが，土地集積規模の大きい
ものは少なく，中小地主の卓越する地域であります（第19表）。豊富な余剰労働力が存在し，
‡地収入のみでは存立し得ない小地主層が広汎に存在しているのであります。
　ところで，この今治がその一例でありますが，明治後期から大正期にかけて西日本各地
にあらたな機業地が形成され，あるいは旧来の機業地が装いをあらたに登場してくるよう
にみうけられます。兵庫県の西脇，岡山県の井原等をその例としてあげることができます。
いずれも今日も特色ある織物業地として知られていますが，これらの機業地が登場してく
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るについては，ひとつには対アジア綿布輸出という市場条件とともに，これらがいずれも
小地主地帯にあることがその一要因となっているように思われます。また広島県の備後地
方は緋の生産地として登場してきますが，織物業のなかでも最も手工業的要素をもつ緋生
産のなかにあってもこの備後地方のそれは，福岡県の久留米，愛媛県の松山の両伝統的緋
生産地と比較するとはるかに発展的であり，力織機導入もはやいのであります。久留米・松
山とは異なって農村地帯を基盤とした新興の機業地でありますが，相対的に発展的な様相
を呈するこの備後織物業もまた小地主地帯という農村構造を基盤として展開しているので
あります。
　なお労働力については福井県越前平野・石川県加賀平野，愛媛県今治地方のいずれもそ
こに豊富な余剰労働力の存在’を予想し得ますが，大正8年に職工2，000人余の福井県坂井郡
春江村の例では，マニュファクチュァ段階では村内婦女子により，工場生魔の展開するな
かで主として自郡他町村からの入寄者による人口増がすすみ，男工も全体の25％近くにな
ります。村内の機業の展開がない集落からの機業職工の析出状況をみますと小作貧農層の
婦女子に大きく依存していることをみることができるのであります（第20表，第21表，第22表）。
　以上，産業資本確立段階でのその基本型を問屋制度的家内工業とされる織物業における
発展的機業県（地）＝第2類型の機業地のうちの福井輸出羽二重業と今治綿ネル業の展
開過程をみてきました6そこでは，明治20年代にはじまり，30年代に全面的に展開する小
機業場＝マニュファクチュアの設立とそれにひきつづく明治40年代におけるその動力化に
よる工場工業への推測は，数町歩以下の小地主層によって担われてきたことをあきらかに
してぎました。これまでにわが国織物業の発展特に明治40年代の工場工業への転換は，
国産力織機の善及・電力心志や海外市場などの技術的条件・市場的事情，それに最近の産
業金融史的側面からの説明，解明がなされてきていますが，もうひとつの側面からの検討
を加え得たものといえます。最近の地主制史研究が地主資金の資本転化をひとつの軸とし
てすすめられてきましたが，これとの関連でいいますと，明治30年代に軌道にのる地主の
有価証券投資をもって本格化する地主資金の資本転化とまさに照応的に小地主の地方産業
投資がすすんだとみでよいでしょう。なお，この即急な小地主層の存在とその営業投資を
追う研究がすすめられていますが，福井県でみた例では地主機業家は動力化段階でその所
有土地は小作地化し，不耕作化しているのでありまして，多数の不耕作地主機業家がうみ
出されているものと思われます。「国勢調査」と「農事統計」とによって計算上算出でき
る彪大な数に及ぶ小作料に依拠せざる不耕作地主は，この小工場主がそのひとつなのであ
り，この小作料に依拠せざる不耕作地主の大きさは小地主による営業兼業が広汎に展開し
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ていることを示しているものといえましょう。
　ところで，以上のごとくに小地主層によって機業における動力化が推進され，さらにさ
かのぼってマニュファクチュアが設立されてきたのでありますが，それは小地主が卓越す
るという特定の地域において展開しているのであります。このように小地主地帯を基盤と
して，明治末・大正期の頃に各地に新興の地方産地を形成していったものと思われます。
今日の特色ある地方産業はひとつにはこのようにして形成されたものと思われるのでありま
す。地方工業地域の形成ということを考えていくうえで考慮すべきことがらであろうと思
われます。
皿　日本資本主義の展開における工場制織物業の成立
　最後に，以上の明治40年代，1910年代の織物業における，特に小地主の資本投下による
工場制工業の成立を日本資本主義の展開過程において位置づけてみたいと思います。周知
のごとくに『日本資本主義分析』においては，織物業における問屋制度的家内工業の解滅，
マニュ・零細工場への転換を一般的危機の前提としての「型」の解体として把握している
ところであります。
　1910年半の織物業における工場制工業の成立は，織物業それ自体の展開過程としてはま
さしく画期的なことなのであります。しかしここで成立するところの織物工場は，資本主
義勃興期の若々しい活力にみちた小生産の発展＝分解のなかからうみ出された発展的展望
をもつものとはいいがたいのであります。それは農村部を基盤として，小土地所有と結合
しつつ，あたかも農村工業的展開をみせているかのごとくでありますが，寄生的性格がつ
よいのであり，また，小作貧農層の婦女子労働力に大きく依拠しているのであります。そ
の成立の技術的条件，市場的条件はそのいずれもが独占段階でのそれを示すものでありま
すし，また，原料糸の生産における独占化の進行とこの原料糸の供給を通ずる掌握等によ
り，それ自体いわば賃織工場化していくのであります。
　ところで，この織物業における工：禁制工業の成立は，それまでの問屋制度的家内工業，
小生産の解体なのであり，農民の再生産条件における大きな変化をもたらすという点にお
いて，日本資本主義の展開において意義をもつものといえます。従来の農業経営に結合し
たままでの小営業の解体は，農村からの労働力の流出，地主・小作間における緊張関係を
もたらし，これによって，地主制に対する否定的作用をもたらしていくものといえます。
小地主層による機業への資金投下による工場設立はこのような趨勢を押しすすめていくも
のとなるのであります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（！979年10月28日）
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附註
　本稿冒頭において述べたように，本稿の説明等における図表はすべてこれまでに発表してきた著書・論
文の図表を引用したものである。本稿ではこれらの図表の掲載は省いてあるが，遡及することが可能とな
るためにもここに原図表との対照を示しておくことにする。
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